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ライフラインの地震防災-考え方と現状報告
A Review of Seismic Risk Analysis and Earthquake

Countermesure Policy of Lifeline Systems.

片　山　恒　雄*･磯　山　龍　二*

Tsuneo KATAYAMA and RyajHSOYAMA

電力･都市ガス･水道･通信.道路網等,いわゆるライフライン施設の耐寒･防災問題が近年注目されつつある.

本文では,これらの施設の耐棄･防災の概念,研究の現状を述べるとともに,問題点,今後の課題等を指摘した,

1.ま　え　が　さ

ライフライン,都市供給施設,あるいは単に供給施設

と呼ばれる施設群は,その名のとおり都市生活者にとっ

てはなくてはならない生命線である.ライフラインとは,

電力,都市ガス,上水道等の供給施設,および道路,秩

道等の輸送施設,電信･電話等の総称であるが,一般的

に定義するとすれば以下のようになろう.

1)広い範囲にわたって,線的あるいは面的に構築さ

れる.

2)多数,多種類の構造物からなり,しかもこれらの

構造物が有機的につながって1つのシステムを成す.

3)一般住民の生活に直接的かつ深くかかわっている.

1923年関東地震以降のいわゆる被害地震を見ると,ラ

イフライン施設は,必ずといってよいほど被害を受け機

能の低下をきたしている.しかも,最近の地震はどライ

フライン施設の被害が目立つようになってきている,こ

れは,他の構造物の耐震性が著しく向上されたのに対し

て,埋設管を代表とするライフライン施設要素の耐震化

が遅れたためもあろうが,おもに都市化が急激におし進

められた結果,都市生活のライフライン(特に供給施設)

に頼る割合が飛躍的に増大してきたためであると思われ

る.

供給施設をはじめとするライフラインの耐震問題が大

きくクローズアップされたのは, 1971年のサン7ェルナ

ンド地震以降といってもよく,ライフラインの地震工学

研究はたかだか10年程度の歴史しか持たない11.当初は,

供給施設では大部分を占める地下埋設管の地震時挙動解

明に重点がおかれ,関東,福井,新潟地震等における被

害データの見直し,実験･観測等による研究,解析的な

研究が行われたが,最近では,ライフラインを1つのシ

ステムとしてとらえて,その地震時機能を評価し,全体

システム,あ●るいは各要素に適切な耐震レベルを設定し

てやろうとする試みも行われている.前者を--ドな研
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究とすれば,後者はいわばソフトな研究といえよう.本

文では,ライフライン,特に供給施設に注目して,耐震･

防災の考え方の流れといったものを述べるとともに,筆

者らなりの判断を加えつつ,過去の研究を整理して系統

的な位置づけを行い,研究の現状,問題点,今後の課題

等を明らかにしてみたい･したがって,関連のある全て

の研究を網羅しているわけではないことをおことわりし

ておく.

2.ライフラインの耐震･防災の考え方

図1にライフラインの耐震･防災の考え方の流れを示

す･いうまでもなく,最も基本になるのはライフライン

を構成する各種構造物の耐震性である.ガス,上水道等

の供給施設では,その大部分を地下埋設管が占めており,

埋設管の地震時挙動解明は,ライフラインの耐震研究の

主要な目標の1つであった.しかし,先にも述べたよう

に様々な調査･研究が行われ,この問題もしだいに解明

されつつある.これらの成果については本文ではほとん

ど触れないが,文献2), 3)に詳しい現況報告がある.

埋設管等に関する研究の成果は,直接に耐震設計基準

等に取り入れられ,個々の構造物の耐震性向上に生かさ

れる.これが図1の①-⑧の流れである.しかし,ライ

フラインのシステム的性格を考えると個々の構造物(シ

ステム要素)を独立に考えるだけでは不十分であり,ま

た,ライフラインの巨大さを考えれば経済的にも合理性

にかける･そこで図1の①-㊨-㊥の流れ,すなわち,

システムとしての地震時の機能を評価した上で個々の構

成要素に適切な耐震レベルを設定しようという考え方が

でてくる･たとえば,ある構造物の設計水平震度を0,2

にするか0.3にするかは地震時における全体システムの

機能を考慮して,その構造物のシステム内における重要

性に別して決定されるべきである.この方法は,いわば,

長期的な展望に立った,システムの耐震性向上,耐震設

計の流れといえる.

1.で述べたように,ライフラインが他の構造物と大き
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図1　ライフラインの耐讃防災の概念

く異なる点は,都市,地域あるいは地方といった広い範

囲に対して住民の生活と密接に係わっている点である.

しかし,ライフラインをいかに耐震的に造ろうとも,あ

る程度以上の地震では一部要素の被害,機能の低下は避

けられない･また,すでに存在している施設の耐震性向

上はすぐには不可能である.したがって,地震発生に備

えて, 1日でも早い復旧が行えるよう,事前に応急対策,

復旧計掛等の防災対策を立てておくことがぜひとも必要

である.図1の①-㊨--,④の流れである.より具体的に

は,想定された地震に対して被害の予測,影響の予測(也

震時機能の評価),適切な防災対策の立案となる.

ライフラインの耐震問題を考える上でもうーっ重要な

ことは,地震の発生,要素の被害の発生,機能の低下と

いう一連の流れが確率に支配されるという点である.ほ

とんどの場合,いつ,とこで,どのくらいの地震が発生

するかば過去の資料に基づいた確率分布の形でしか示さ

れない.また,線的,面的に巨大な規模を持ち,しかも

埋設管等土に関係した構造物が大部分を占めるライフラ

インでは,どこで,どれくらいの被害が発生するかも,

様々な要因に支配された確率的表現に頼らざるをえない.

その結果起こる機能の低下も当然ながら確率鼠となる.

たとえば,今後の100年間を考えた時,供給域内のある

地域が,地震により供給停止が起こる確率は少である,

などとなる.

3.耐震･防災に関する意志決定の方法

これまで述べてきた考え方は,いわば,地震危険度に

基づいたライフラインの耐震･防災に関する意志決定の

方法としてとらえることができるが,本節ではより具体

的にこの方法を述べ,個々の問題について研究の現状を

見てゆく.

まず,図1の①-⑨の流れの典型例として,また以下

の議論の1つのひな型として, Whitman,Hein4)による

方法論を紹介しよう.この考え方が全ての方法に共通し

8

てあてはまるわけではないが,本質的な流れはどの方法

も同じである.あるT年間を考えた時,ライフラインの

機能低下状態がDS,である確率PDS,は,

p-. -写pE,(U-i-Fk･ peck,lJ)  ( 1 )

で与えられ,ここに,

PDS. :システムを全体として見た時の機能低下状

態(すなわち被害度)がDS,である確率.

Pl, : T年間で震度階でIJの地震動の迎来する

確率.

PEFk,lJ ‥震度階でI,の地震動が袈来した時シス

テムの被害状態がEFkである確率.

P叫′EFh : EFkの被害が起こった時システムの機

能低下状態がDS.である確率.

である.表1(a)～(d)はWhitman, Heinがボスト

ン市の水道システムを対象とした解析に用いた種々の確

率を例として示したものである･表1(d)のPDS,'EFh

の求め方は後に述べるが･表1 (C)のPEFh′EJ･の評価で

紘,軟弱地盤の破壊確率がすなわち埋設管の破壊確率で

あるとしている.システムの機能低下状態(DS,)は,

Negligible～Catastrophicの5段階で表されているが,

これらの詳しい定義は文献4)を参照されたい.最終的

なナステムの機能低下状態は,表1(a)に示すように各

DS,に対する年確率として与えられる.式(1)は,図

2に示すようなtreeを考えるとわかりやすい.

ライフラインの設計,改善等の意志決定を行う場合,

PDS,･を,たとえば金額で表される損失で表現した方が便

利である.各DS.に対する損失をL,･とすると,損失

の期待値ELは

EL,-∑ PLY. ･ Li
J

(2)

となり,耐震設計あるいはシステムの改善は, ELをあ

る許容値以下にするように行われる.すなわち,確率

PGP′′, PDS′EFを改善すればよいことになる. PEF′′の減
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表1　式(1 )に現れる確率idの具体例(Whitman, Hein4)によ

る)

(a) PDS,

DamageState ��跚V�ﾂ�

iorSystem ��&�&�&免宥��

Negligible ��������

Minor ������#��

Moderate �������R�

Major ��������B�

Catastrophic ��������b��

(b) P,)

Modified ��跚V�ﾂ�

Mercalli ��&�&�&免宥��

Intensity 中WfV蹠2�V�"��

Ⅵ �����"�

ⅤⅡ ������2�

Ⅷ �������2�

ⅠⅩ ��������R�

Percentageof PoorSoilSites Failing 磐�貿坊DﾖW&6��uF蹤V�6宥��

ⅤⅠ ��R�ⅤⅢ �ﾂ�

0% ��纈�0.3 ���0 

5% �����0.5 �����0 

10% ���0.2 ���2�0 

25% ���0 ��絣�0.2 

Essentiallyall ���0 ��苒�0.8 

DamageState ��W&6V蹤�vV���%6�ﾅ6友W8,ｦﾆﾆ乖R�

forSystem ��R�5% ���R�25% ��ﾆﾂ�

Negligible �����0 ���0 ���

Minor ���0.7 ��紕�0 ���

Moderate ���0.3 ��絣�0.6 ���

Major ���0 �����0.4 ���"�

Catastrophic ���0 ���0 ��繧�

N egligible

Minor

Moderate

Major

Catastrophic

PEFk/,' ; Phs,/EPk ; Pps,

図2　式(1)のtreeによる表現

少は,たとえば埋設管の耐震化を進めるなどのハードな

面からの改善により達成され, PDSJEFの改善は,水道な

らば,静水場,配水池の増設,連絡管の布設等,システ

ム的見地からのソフトな耐濃化により達成される.

2.および本筋で述べた考え方の概略の流れ図を図3に

示す.この流れの中で,式(1)による評価や表1に例

示した種々の確率をいかに決定するかが問題である･以

下に項目どよに順を追って説明するが,本文で紹介する

おもな研究について,その全体の流れを衰2に示してお

く.
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図3　ライフラインの耐題･防災に関する意志決定のフロー

3.1要素の破壊

ここでは,おもに埋設管を対象として要素の破壊規準

あるいは破壊確率の与え方を示す.式(1)のPE,/[の

評価に相当するものである.

たとえば,地震による埋設管被害の主要な原因として

次の5つを考えることができよう51.

1)地震波勤の伝播

2)断層の動き

3)地盤の液状化

4)地すべり

5)他の構造物との相互作用

さらに,これらの要因を誘発し,管の破壊を決定づける

ものとして,地震動の強さ,地盤,管種･管径･継手の

種類等の構造的要因がある.各要素の破壊確率を与える

ためには,その地点において,先にあげた5つの内どれ

が主要な原因となる可能性が高いかを判断し,さらに地

震動の強さ,地盤,管の構造などから管の破壊を決定す

る. Shinozuka等5)は,このような方法により各要素ご

とに式(1)のPE〟!,つまりDarrnge Probability

Matrixを求めている(表1(C)と同じ型であるが,義

1 (C)はシステム全体に対して与えられたものである).

5つの原因の内, (1)の地震波劫による破壊確率の与え

方を以下に示す.

9
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表2　本文で収りあげた主な研究の方法

生　産.研　究

Whitman Hein ���踟W76�2�F�ﾆV"ﾔ�v���Shinozukaほか �69�｢��ﾈ�2�KiremidjiaTt �6�&�F��G7V6����

対象 ��9�X���道路 ��9�Y;��上水道 ��9�Y���7g力施設 
(埋設管) �(埋設管) 宙���ﾘｬr��ﾂ�(地上施設) 

地窟 危険度 ��85h5�6X8�,�:�｢�システムに対する �5h5�6X8�,���+x.��ある地震を想定. 丿Ywi�h+(,h,��5��ある地震を想定. の地威力がかかる. 1点を対象とした 地震危険度. �&��旭ｸﾊ�7や�地謡危険度. 凾�ﾎ象とした地膚 危険度. 忠�引饂ｩWｨ/�嵋.ｒ�

要素 破壊 �&餉X,ﾉFｨ�2ﾙhI�ﾒ�ある加速度を越え 弌��ﾙ4�,冑I�ﾘｬx-��過去の埋設管被害 �*�.���ﾉ7�/�葎*b�震度と破域確率の 
管の破壊. �.丿ﾙzb��ずみを評価. 倬�{�,舒�,8*(,I&��る確率. 亊H,�4ｹ9h,渥hﾅx/��

システム全体で1 つのDamage拝0- babilityMatrix. 刳e要素ごとにDa一 mageProbability Matrix. 冖ｨ,�.h.咽9�2���ﾉ.や�

機能 評価 亰ｨ���(,ﾉKｹ&b��システムの信頼性. �5h5�6X8�,ﾉ�ﾙxｩ�ｲ��システムの信頼性. �5h5�6X8�,ﾉ�ﾙxｩ�ｲ��システムの信頼性. 
4段階でシステム �5h5�6X8�/�555��システムをSSSP �5h7�8X8ﾈ�ｸ5h8x92�直列システム �5h5�6X8�/�555��

全体の機能を評価. �,兔�r��に変換. �,�.h.飴�ｹ5�,hvb�注目点の供給停止 �,兔�r��

注目点の供給停止 �(ﾙmｩ5�,ﾈｹ�ｹ.(鈔�要点ペアの連結確 丿ﾙzh�ｲ�注目点の供給停止 

碇率. 丿ﾙzb��率を同時に評価. 刳m率. 

参考 文献 茶B��(12),(13) 茶R陳��b陳��r��(19) 茶#"��(14) 

埋設管の地震時ひずみEsは,地盤のひずみE｡ (自由表

面のひずみ)を用いて

Es(m,ds)-PEo(m,ds)　　　　　　　(3 )

と表される･ここでPほ定数,m, ds　は各々マグニチ

ュード,震央距離である.また,地震時の地盤ひずみに

関しては次の関係がある6).

_ Sv(m,ds)
Eo= (4)

ここで, Sy(m,ds)は地表面の運動速度, Cは地震波動

の伝播速度である. m, dsは後の説明の都合上つけたも

ので, Damage Probability Matrixを求める際には直

接必要はない･なぜならばDamage Probability Mat･

rixは, mとdsの結果として表れる震度階ごとに確率

をふり分けるのであるから,むしろEs(I), Sv(I)と

する方がよいかもしれない.

さて,ある埋設管の破壊確率は,たとえば以下のよう

に求められるSl･式(4)の伝播速度Cは3種喝に分け

た地盤の各々で適当にばらつくものとする.またSvに

も各震度階によってばらつきを与える.管のひずみEs

がCとSyのばらつきから与えられる平均値iLs,標準

偏差恥を持つ正規確率変数であると仮定すると,図4

に示すように,破壊のレベルに応じた破壊確率を与える

ことができる･つまり,地盤条件とβが規定された各

要素ごとに,表1 (C)のようなDamage Probability

Matrixが計算される(ただし,表1(C)の　0%～es-

sentially allはMinor～Moderateとなる).

上述の方法は,各震度階ごとに管のひずみがあるレベ

10

fLs

図4　esの確率密度関数と各レベルの破壊確率の与え方

(shinozukaはかによる5) )

Es

ルを越える確率,すなわち超過確率を求めているのであ

るが,後に述べる機能の評価,システムとしての地震危

険度解析では,もう少し厳密な定式化が必要である･こ

れを以下に示す.

ある地震が起こった時,埋設管のひずみが破壊ひずみ

eJよりも大きくなる確率,すなわち,埋設管要素多　の

破壊確率は次式で与えられる.

p,〔pipe fail lm,ds〕 -P, 〔EL≦βe｡(m,ds)lm,ds〕

(5)

速度振幅Svとm, dsの関係として,たとえば,bl,

b2,b3を定数として

sv(m,ds)-bleb2mds~ba　　　　　　　( 6 )

を用いるとすれば,式(4)を介して式(5)ほ

p. lpipe fai=m,ds〕 -P･･lCL≦疹eb2mds-b3 lm･ds〕

(7)
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となる.式(7)により,埋設管の破壊をもとにしたシ

ステムの地震危険度解析(後述)が可能となる.

以上は解析的に破壊確率を与える方法といえようが,

その途中には多くの仮定と判断が関与しており,それら

の妥当性に疑問のある場合も少なくない.そこで過去の

地震による被害データを整理して,これに基づいて埋設

管被害を予測する方法が考えられる,

図5にサンフェルナンド地震による水道鋳鉄管の被害

率と推定最大加速度との関係を示す7). Oppenheim等81

は次の経験式でこれらの関係を表した･

logRf-3.65+6.39 logA　　　　　　(8)

ここでR/は1km当たりの被害個数,Aは最大加速度

(9)である･ただし,この式はかなりのばらつきがある

ことに注意しなければならない.式(8)は加速度との

関係であるが,土岐9)は関東地震の水道管被害を調査し

た結果,埋設管被害率と速度振幅の間に高い相関がある

ことを示した.これは式(4)からも予想されることで

あるが,速度振幅推定に際して,推定最大加速度を各地

盤の固有振動数で割って求めているため,本質的には地

盤の影響を考慮したことになろう･

地盤条件,管種,管径等の影響は,個別に式(8)の

ような回帰式を作成してやるか,あるいは多変量解析を

行う10)ことも考えられるが,現在のところ資料不足のた

め,これらの要因について詳細に調査された被害データ
7)･川を参考にして係数を修正していくほかないであろう.

式(8)のような形で被害率が与えられれば,管の破

壊がポアソン過程に従うものとして,管長Lの管要素の

破壊確率を求めることができる.埋設管被害率(個所/

km)をポアソン過程の平均発生率とすれば,管長Lの間

で1個所以上の被害が起こる確率Pf(i)は,

Pf(L)- lle-a/'L

‖H

(∈くjLiL歯)掛軸鮭

芸妄Z;芸吉澤/ 冗 

サンフエルナンド地震福井 
のデータの平均 

7vl;";,,グア 

.,i,I/A4%1,関戸. 

(9)

200　　300　　400　　500

最大加速度(cm/S2)

図5　地震動最大加速度と埋設管被害率(水道鋳鉄管)の関係
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となる･ただし, Lの区間でR/は変わらないものと仮

定されている.

3.2　機能の評価

図1を見てもわかるように,ライフラインの耐震･防

災の考え方の中で機能評価は中心的な位置を占める.特

に応急対策,復旧計画等の防災対策を立てるためには,

現実的できめの細かい地震後のシステム機能評価が不可

欠である.たとえば,応急給水に必要な人員･車両等の

確保のために,地震後に供給不可能な人口,地域および

供給停止の期間等をある程度見当をつけておく必要があ

る.機能評価に関する研究は,近年米国を中心に盛んに

行われるようになったが,上述のような現実的できめの

細かいという段階には適していないのが現状である･以

下に代表的な機能評価法を示す.

本節の最初に示したWhitman等の方法4)は,専門技

術者に意見を聞いて機能を評価するという主観的方法で

ある.具体的には衰1(C)のDamage Probability

Matrixに基づいて被害をシミュレート　し(軟弱地盤で

は一様に被害が起こると仮定),多数の被害パターンの一

つ一つにおけるシステムの機能低下レベルを水道技術者

に判断させ,全体システムについて表1(d)に示すよう

なシステム機能の確率マトリックスを求めた.この機能

の評価法は,非常に現実的であり,大局的には正しい結

果を与えるものと思われる.水道のような複雑なライフ

ラインでは現場技術者の判断が一見精密と思われる理論

よりもはるかにすぐれていることが十分ありえる.しか

し,この方法は大局的には正しくても,きめの細かさと

いう点では欠点を持つ.また,東京都の水道,ガスのよ

うな巨大なシステムへの応用は困難と思われる･

組織的に機能を評価できるという点では,システムの

信頼性理論に基づいた考え方がすぐれている. PanoIB･

sis121,Taleb-Agha13)は,複雑なネットワークが,図6

に示すような簡単で等価なSSPあるいはPSSに変換

されることを利用した.しかも,種々な入出力条件(あ

る人力点からある出力点,全ての入力点から任意の出力

点など)に関して, 1入力1出力のSSSP(Super SSP)

あるいはSPSS(Super PSS)が見出されることも示し

た糊.複雑なネットワークが図6に示すような簡単なシ

ステムに変換されれば,解析的にシステムの信頼性を評

価することが可能で,後に述べるシステムとしての地震

危険度解析が可能となる. Shibata14日5㌧　shinozuka16)I

17), Angle)等も同様の手法で機能を評価した･

田村,･川上191による研究はシステムの信頼性を求める

という点で上述のものと同様であるが,モンテカルロ･

シミュレーションにより効率よく信頼性が求められるこ

とを示した.具休的には,ある想定地震に対して3.1で

述べたような手法を用いてシステム上に被害をシミュレ

ートし,新しいシステム(被害を受けた要素は除外され

u
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人力 ･ `三㌔'･ 出力

(a) SSP

(serleS System in parallel)

人力品=>出,,

(ら) PSS

(parallel system ln Series)

図6　SSPとPSS

る)に対して,グラフ理論に基づきネットワークの連結

性を求める.この操作を多数回繰り返すことにより,す

べての需要点･供給点ペアの連結確率を同時に求めるこ

とができる.想定地震が1つにしばれない場合は,この

操作を複数回繰り返せばよい.

上述の2つの手法は,いずれもシステムの信頼性を求

めている.しかし,現実の大部分のライフラインの地震

時機能は点と点のつながりだけで決まるものではない.

たとえば,ある需要点に水が供給されるか否かは,供給

点との連結性のほかに,需要と供給のバランス,自然流

下の水道ならば高低差などによっても影響される20).す

なわも,ネットワークをSSPに変換して信頼性を求め

る際に,各ライフラインシステム独自の制約条件を付け

ることによって,現実的にはありえないリンクを除外す

ることが必要である.たとえば,水道ならば圧力,需要

供給のバランス,輸送ネットワークならば,混雑度,所

要時間等を制約条件として用いることが考えられる.こ

のような方法ではないが,内容物の流れを考慮した機能

評価の例として田村･川上2り,柴田･土屋川の研究があ

る.

これまで述べてきた機能評価法は全て地震直後の機能

を評価しているにすぎない.しかし,ライフラインの役

割･重要性を考えると地震後どのようにその機能が回復

してゆくかも重要である.したがって,復旧過程をも考

慮した,時々刻々の機能評価法が必要である.しかし,

このような研究はOppenheim等の研究8)に一部取り入

れられているにすぎず,今後の残された大きな課題の1

つである.

3.3　地震危険度

本筋の最初に述べた方法,すなわち式(1)では,ラ

イフラインのサービス地域の全てにわたって地震の強さ

は同一であるとしている･したがって,通常の1地点を

対象とした地震危険度解析がそのまま使えることになる.

比較的小規模なライフラインならばこれで十分と思われ

るが,電力施設や東京を中心とした都市ガス施設などの

ようにライフラインの規模が大きくなると, 1つの地震

でも各要素の受ける地震力が異なり,しかもその時のシ

ステムとしての評価が必要となる.

この場合には式(1)のように地震危険度だけを独立

に考えることはできなくなり,要素の被害,機能の評価

12
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を同時に地震危険度解析に組み込むことになる.

まず,通常の地震危険度解析を長大なライフラインに

適用した時,その意味するところを考えてみよう.

Califomia State Water Projectはカリフォルニア

州を南北につらぬく,約900kmの水路からなっている･

この水路と平行して,サン･アンドレアス,サン･ガブ

))エル等の断層が走っており,実際には1点の地震危険

度で代表させることはとてもできない. Kiremidjian22)

はこの導水路を直列システムと見なし(実際には導水路

自体ではなくポンプ場等の地上施設を対象としている),

通常の地震危険度解析から求まる値(T年でその地点の

最大加速度がある値を越える確率-要素の破壊確率)杏

各要素に対して独立して用い,直列システムの信頼性を

求めている.各要素の破壊確率は, T年間を考えた値で

あり,各要素で同時に経験されるわけではないのである

から,システムの破壊確率の上限,すなわち,信頼性で

いえば下限を求めていることになる22㌧　したがって1つ

の地震でのシステムの破壊確率を評価した上で,システ

ムとしての地震危険度解析の手法が必要となる.両者の

評価の違いを簡単なシミュレーション例として表3に示

す.これは, 3要素からなる直列システムを考え,10回

のシミュレーションを行ったものであり, (彰システムと

して信頼性を求めたものと, ㊥要素の信頼性に基づいて

システムの信頼性を評価したものとを比較したものであ

り,両者の違いがわかろう(㊥では要素の被害を独立と

考えているからである).

①のシステムとしての地震危険度解析,すなわち1つ

の地震においてシステムとしての信頼性を求めた後,也

震の発生を考慮した方法は, Panoussis12) , Taleb-Agha

13)によって開発されている.まず,複雑なネットワーク

を3.2で述べたようなSSSPまたはSPSSに変換する.

この変換によりシステムの信頼性の定式化が可能となる.

ある地震でのシステムの破壊確率をP/〔systemlEQS〕

とする. EQSは,ある1つの地震発生領域(たとえば

断層系)に,解析で対象とすべき規模の地震が1回発生

する事象を表している.つまり, EQS≡(m,ds)とする.

簡単のために,たとえばSSSPが並列システムとなっ

たとしよう.すると,システムの破壊確率は,要素の破

壊確率,式(7)あるいは式(9)を用いて,
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表3　シミュレーション例によるシステム信頼性計算法の概念

シミュレーション番号 �5h5�6X8��システムの状態 

1 ��ﾘ-x耳�ｨ耳耳耳耳�ｪZR簫粲R闔ｨ�｢�fail 

2 唐粐粲R粐闔ｪZX�ｨ耳耳磁�ｨ耳�ｪR鶻粭ｶﾆ���ぺ耳�ｪZZZR鶻鶻鶻��粐貲③鶻竟��fail 

3 冱afe 

4 冉ail 

5 ��ﾘ自obﾕ③ﾘ*ﾒ���ﾒﾒﾒﾒﾓ�粐粐粐ﾔ�ﾘ耳耳�ｪZZR鶻粐闔ｨ�｢�fail 

6 冱afe 

7 冉ail 

8 ��ﾘ�ｸ�簽�粐粐ﾕふﾈ6x耳ﾈぺ耳�｢�fail 

9 ��ｨ耳耳而ﾘ耳示ｈx�ﾒﾒﾒﾒﾓ��fail 

10 ��ﾒﾒﾒﾓ�ﾒﾖｸ耳�ｨ耳耳�闔ｪR���fail 

要素の信頼性一.一一一 都SR��������i 

システムの信頼性 �5h5�6X8�,ﾉ�ﾙxｩ�ｲ�

@R′-1LoXlioXlio 備"ﾔ��

-0.175 蔦��"�

×はその要素に被害が起こったことを示す.

p/〔system IEQS〕 -nP,･ 〔pipe fail lEQS〕
∫

(10)

となるチいま対象地城に,地震発生領域がNS個あると

して, i番目の領域の平均発生率をZ/C　とすると,

〟ざ

pf〔system lEQ〕 - ∑Pf〔system lEQS-〕EL
z=l Z/i

(ll)

NS

ただし, yt=∑yj
J'=l

となる.さらに地震の発生をポアソン過程とすれば,

P′〔system〕 - 1 -exp( -ytPf〔systemlEQ〕)

TリiPf〔systemlEQ〕　　(12)

なる関係が得られる.式(10), (ll)を用いると上式は,

pflsyste-〕 -鋤p, lpipe faillEQSl〕)y･

(13)

となる.なお,文献13)では,式(10)に相当するSSP

またはPSSの信頼性を求める際,式(7)を変形して

得られる巧妙な方法を用いることによって,より簡単に

式(13)が計算されることを示している.

Shinozuka16)･171, Angle)等も同様な手法でシステム

の地産危険度解析を行ったが, Angは,ライフラインが

断層を横切り,しかも断層の位置,方向などが不確定な

*この式の展開には注意を要する･詳しくは,システム信頼

性の教科書あるいは文献(12, 13)を参照されたい.

声　､◆
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場合にも適用できる方法を示している.

ライフラインの要素の破壊や機能評価に関する研究の

大部分は,上述のような平均的な地震危険度に基づいて

いる.しかし,我国の地震事情を考えてみると,あるラ

イフラインに被害を与えるような地震の位置,規模があ

る程度特定される場合も少なくない.東海沖地震のよう

に,時期までもある程度予測されることもある.このよ

うな場合には,長期的な展望に立った(すなわち平均的

地震危険度に基づいた)耐震性の検討や耐震設計のほか

に,特定の地震を想定した防災対策の立案も必要である.

また,地震を特定することにより解析の自由度をあげ,

より詳細,またはより効率のよい被害の予測,機能の評

価が可能となる14日9)

3.4　意志決定

これまで述べてきた要素の被害,機能の評価,地震危

険度解析の一連の流れで,たとえば, T年間にシステム

の機能がある状態になる確率が求められる.それでは,

この確率をいかに意志決定に反映させたらよいであろう

か.これには,先にも述べた,式(2)で表される金額

に換算された損失の期待値を用いることが考えられる(図

3).しかし,ライフラインが社会的にも重要な意味を持

っていることから,構造物被害等の直接的な損失ばかり

でなく,供給停止による社会的なインパクト等,間接的

な影響をも考慮せねばならない･ Oppenheim等8)はピ

ッツバーグ市の水道施設に対して,供給停止期間･人口

と被害の大きさの間に適当な関係を定めることにより,

間接的な影響をも考慮したリスク･アナリシスを行い,

水道施設耐震化の意志決定の資料を得ようとした.

4.防災対策の現状

ライフラインの地震後の応急対策,復旧計画等の防災

対策の重要性については,筆者らも繰返し指摘してきた

が20)･23),現在のところ防災対策に関する系統的な研究は

ほとんどないといってもよい.わずかに,ライフライン

を含めた,地震災害の波及効果について調べた基礎的な

研究24),水道における応急給水の可能性について調べた

もの25)などが見られるのみである.量的な基盤に立って

これらの防災対策を立案しようとすれば,地震後のシス

テムの機能評価が不可欠となるが,前節で見たとおり,

まだ多くの問題点が残されている,したがって,現在,

筆者らが知りうる限りの現実の防災対策を見ても,大部

分が防災対策の大枠を定めるものか,あるいは,技術者

の経験をもとにしたものかである.

水道維持管理指針26)は,給水人口25万人程度の中都

市が地震に製われ,給水機能が麻痔した場合を想定し,

応急･復旧対策として必要な手順･項目を示している.

復旧の方法のほかにも平時の体制,相互援助体制等を細

かく指示しているが,どの程度の被害を見込んだらよい

13
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のか,また,資材･人員の墨などにほまったく触れてい

ない.

地震を想定して,配水システムの大改造をした例とし

て,新潟市の上水道があげられる27㌧衆知のように,新

潟市の上水道は, 1964年新潟地轟により現状復旧さえ不

可能なほどの大打撃を受けた･応急復旧の完アした後に

開始された恒久復旧では,

1)耐震工法を避守する･

2)配水調整や水畠測定がわかりやすいものとする･

3)維持管理,災害復旧がやりやすいものとする･

を基本的な思想として配水管組織が設計された･

約370万件の給水件数をかかえる東京都上水道の防災

対策は,埋設管の被害予測に基づいて,断水人口の減少

してゆく様子を推定し,必要な資材･人員等を概算して

いる28I･291.この方法は確定的であるものの, 2.で述べた

流れと一致している.この試算に用いられた各種の仮定

条件の当否は文献28),29)からだけでは明らかでない

が,まだ多くの問題点が残されているものと思われる･

5.あ　と　が　き

筆者らは, 1978年宮城県沖地震による供給施設の被害

および復旧過程を詳細に調査してきたが23),その過程で

従来のライフライン耐震研究の大部分が,多くの場合現

実はなれしていることに気が付いた･現実の電力,都市

ガス,上水道等のライフラインは,各々独自のシステム

的特性を持つばかりでなく,地震時には,復旧の方法と

関連して独特の挙動を示す20).たとえば,電力施設の地

震時機能の評価ではシステム信頬性の考え方が適用可能

と思われるが,都市ガス,上水道施設ではネットワーク

の連結性以外の条件の影響が大きく,システム信頼性の

考え方だけでは実際的な機能評価法とは言えない｡また,

水道とガスについても,おもにその内容物の違いから地

震後の復旧過程はまったく異なる.したがって,図1の

⑤, ㊥に示すように各ライフラインの特性,地震時およ

び地震後の挙動を十分に把捉し,それを枚能評価,防災

対策にいかに反映させてゆくかが,今後の大きな課題で

あろう.　　　　　　　　　(1980年2月28日受理)
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西　尾　茂　文

Leidenfrost系における固液接触過程に関する基礎的研究

本研究報告は,液体がその飽和温度よりかなり高温に加熱されている物体と隣接して存在する場合に生ずる液体の相

変化に関する研究の第1報であり,液体･高温物体がそれぞれ単一液滴･高温固体面として存在するLeidenfrost系の

伝熟問題を本現象の1例として検討している･

第1章は序論であり,液体･高温物休間の伝熟現象の中心問題が固液接触に関する問題であることを指摘するととも

に,問題の概念的審理と具体的問題提起がなされている･

第2章では,液滴と高温匝体面との闇に発生する固液接触に対し,高速度撮影を主体として現象論的検討を加え,常

温閏体面上で生ずる固液接触に比較し,濡れ速度の減少などの点で5つのタイプの障害が生じていることが示されてい

る.

第3章では,高温同体面上で生ずる開披接触に対する障害と平均伝熟特性との関係が固液接触サイクルを媒介として

Leidenfrost点を例に論じられ,聞液接触の周期性がLeidenfrost点を境に変化すること,さらに,この変化の仕方から

Leidenfrost温度が非接触型･過熱限界型･核沸騰先行型の3つに分けられることが示されている.

第4章では, Leldenfrost温度が固体面の熟慣性や熱容量の減少につれある漸近値に近づくことが実験的に示され,

固体面の熟的性格の影響が実験的に示されている.また,固液接触時に生ずる接触面温度降下量が固液急接触から過渡

核沸騰へ至る問の非定常熟伝導を考えることにより計算でき,このモデルと漸近Leidenfrost温度の整理式とにより

Leidenfrost温度を予測する方法が示され,実験結果とよく一致することが示されている

第5章には,以上の結果をまとめた髄論が述べられている･ (1980年3月発行)
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